Trade area studies in the prewar Japan : A prehistory of acceptance of central place theory in Japan by 立岡 裕士
理論地理学ノート， No.14 (2004), 51～57 
戦前期の商圏研究
一一日本における中心地論受容前史として
｜ はじめに
筆者は先に， 1950年代から 1960年代前半まで
の日本の都市地理学において Christalerの中心地
論がいかなる文脈のもとに受容されたのかについ
て報告した（Tatsuoka,1987）.当時の主要な雑誌論
文・単行本における中心地論の紹介（中心地論へ
の言及）をその関心の所在別に集計すると第1表
のようになる．ほとんどの文献が中心地ないしは
都市の階層性（階層分化）とのかかわりで中心地
論を取り上げている一方で，特に実証研究におい
てはさまざまな関心の下に中心地論に言及してい
ることがわかる（しかもこれらの実証研究は，必
ずしも中心地論（の一部）を検証することを主目
的としているわけではない）．その意味で，この時
期，中心地論は断片的に参照されていたにすぎな
いと言える．しかしこのことを中心地論に対する
理解不足と見るだけでは不十分であろう．今日
我々は（Bungeにならって）『中心地論』（クリスタ
立岡裕士
ラー，1969）を理論・計量地理学の先駆的な業績と
考える．しかし『中心地論』自体は理論・計量革
命とともにあるいはその後に初めて日本に導入さ
れたのではない．しかも林（1986）が紹介するよ
うに， Christalerの取り上げた問題にしてもそれ
を解くための道具立てにせよ，時代を懸絶した新
機軸ではなかった． したがって，日本における初
期の『中心地論』理解が，各研究者がそれぞれ分
有している伝統的な文脈においてなされたことは
むしろ当然である．
『中心地論』をそのドイツ地理学の文脈や精微化
された中心地論体系から切り離して読むならば，
この本は次のようなものとして理解できる．
①「都市の数・規模および分布を規定する法則は存
在するか」という問題に対して，
②財の到達範囲（上限）を鍵概念として提出し，
③合理的な分布という前提のもとでの中心地の階
層分化とその数的比率とを導出するとともにそ
れに変化を与える要素を指摘する．
第 1表 日本における中心地論受容初期の地理学者の関心の所在
関心の所在
文献の種類 文献数 中心地の地域の 中心地の 中心性補完領域 Loschへ批判への その他
階層性階層性分布・配置 の設定 の言及 言及
理論・展望
1950年代前半 実証 2 2 1 1 2 
単行本 2 1 1 
理論・展望 8 7 4 5 4 3 2 1 
1950年代後半 実証 4 2 2 1 3 
単行本 12 3 2 1 2 6 
理論・展望 5 2 1 2 3 1 1 1 1 
1960年代前半 実証 7 5 1 2 4 1 。 2 
単行本 1 1 1 1 1 
注1) Tatsuoka(1987）のTable1を集計したものである．ただし，当時の文献の関心の在り様を示すことを目的としているので，然
るべき長さの紹介も単なる言及も区別せずに集計している．
注2）「単行本」は木内信蔵（1951）の『都市地理学研究』を除いて全て概説書である
注3）一つの文献で複数の点に関心を示したものがあるので，「関心の所在」欄の合計は文献数と一致しない
注4）「関心の所在Jの「その他Jには中心地論への単なる言及も含む．
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④中心性を操作的に定義し それによって中心地
を選出する
⑤南ドイツの中心地体系を記述する．
なお， Christalerは補完区域に関しても繰り返し
言及しているが，これは彼が①で設定した問題に
含まれておらず，さらに財の到達範囲（下限）を
不聞にするとともに中心地の数を最少にするとい
う前提に立っかぎり問題にならない．ただし
Christaler (1938）で、は勢力圏についても設問に含
めている．
日本の都市地理学研究は 1900年代に始まると
される（木内，1951）.それは欧米地理学における
都市研究の深化とほぼ同時的に進行し，当初は孤
立的な点としての都市の起源的・環境論的な立地
が論ぜられたものの，まもなく面としての都市の
研究が主流になる しかしながら特に東京のよう
な大都市圏の都市域（その延長としての都市縁辺
部・都市限界を含めて）の研究は空間を組織する
ものとしての中心地の研究とはほとんど触れあう
ことがない．これに対して，「地方都市」と称され
た中小都市における商圏研究や定期市研究は，そ
の題材自体が中心地研究と重なるばかりでなく，
「中心地」・「中心都市」などの用語ゃそうした中心
地の数・距離・分布という問題設定において，『中
心地論』と共有する部分をもっ．
こうした観点から，本稿では田辺（1971）のい
う日本の都市地理学の第1隆盛期である 1930年
代を中心とした戦前期の商圏研究・定期市研究を，
中心地論と類似する点について概観することを試
みた ただし，その目的は これらの研究のなか
に『中心地論』の萌芽（ないしは相当品）を遡及
的に探し出し彼らが『中心地論』にいかに近似し
ていたかを明らかにすることでf皮ら（ないしは当
時の日本地理学界）を「顕彰」しようとすること
ではない また逆に彼らの「理論的な未熟さ」を
批判することでもない．そうではなくて，同じよ
うな問題に対して類似した分析概念を用いている
にもかかわらず，それらを点綴する志向が違うゆ
えに，彼らと Christalerとは結局別の世界を見て
いるという点を確認したいのである．それによっ
て，これらの研究伝統が戦後に中心地論を受容す
る一つの母体となった時にいかに機能したかを考
える端緒が得られるのではなかろうか．
I 1930年代の商圏 ・定期市研究の様相
1 .一般的特徴
地誌学的な研究の中でごく簡単に記載されてい
るものを除くと，主要雑誌1）に発表された商圏や
定期市に関する研究は第1隆盛期といえどもさ
ほど多いわけではない（第2表）
これらの多くは基本的に商業活動に関する研究
として行なわれている． したがって中心地研究と
は違って，消費者に対する消費財・サービスの販
売が扱われるとは限らない．「商圏J概念が精微化
される（第2表文献9・17・21など）とともに，
そうしたさまざまな局面の商業が総合的に扱われ
る．集荷圏と出荷圏とが同時に検討されあるいは
卸売から小売までが一元的に論ぜられ工業（半）
製品の移入・移出が日用品と並んで取り上げられ
る一方，非商業的なサービスは基本的に顧慮され
ない 2) 機能地域に対する都市の結節機能という
側面は言及されており都市とそれが結節する空間
は漠然と意識されているが，都市システム的なも
のに対する関心は同階層に属する都市聞の関係が
中心である 3）. 「国家の合理的な行政組織」や「国
家生活を簡素化するようにドイツの国土を再編成
する」（クリスタラー，1969,p. v）という素志を
抱懐する Christalerが念頭に置いていたような，
いわば強固な地域システムという発想は見られな
い4)
一方，市場開距離を計測したり，あるいは境界
設定のための指標について統計的な検討をするな
ど，計量的な作業は全く忌避されていない（地域
計測論と通底する動向であろう）．さらにモデル構
築一検証という形式をとったものもある（ただし，
そのモデルは極めて射程の短いものであるが）ま
た，商業の一般的な立地論を構築するという志向
は見られない
2.用語
都市が結節点であることはもはや自明だからで
あろう 5），商圏ないしは都市圏の中核をなす緊落
の呼び方については何らの注釈も，欧米の術語へ
の言及もなく用いられている 「中心地」という語
は第2表の文献中では文献23でのみ使われてい
るが，「中心緊落」， 「地方中心都市」という用例も
ある（文献15・20・21・27）.しかしおそらく文献
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第2表 戦前期の商圏・定期市研究
著者名 年次 題名 掲載誌 巻 対象地域 用語 位分置布・商圏の種類 勢心地力圏問距・離中 階層区分
l山極二郎 1925 大阪市の商業勢力範囲 地理評 大商阪・東境京の圏界
2佐々 木彦一郎 1926 盆地家落の機構に就いて 地理評 2 秋盆地田県鹿角 核心緊落 。
3田中啓爾 1927 『多商摩業御と陵附の近商の地誌』中の 「市場そ圏」 （古今書院）
織園物の仕荷入
－出圏
4佐々 木彦一郎 1928 市場圏の地理的限界 地理評 4 朝・鹿鮮角・山盆東地省 （中心市場） 20km以内
5東木龍七 1931 地方都市 地理評 7 。
6山口弥一郎 1931 小野新町に就いて 地球 15 福新町島県小野 核心家落 。小売 核距離心都商市圏聞の範の 。
囲
7山口弥一郎 1931 会津盆地に於ける核心家落の分布 地球 16 核心豪落 。 核距離心都商市圏聞の範の 。
囲
8佐々 木清治 1932 商業形態の諸相 地理教育 17 （静岡県） 核心緊落 卸移売入・小移売出・ 商圏の範囲
9内田寛ー 1932 商業圏に関する諸問題 地理教育 16～18 ～34 
10川口丈夫 1933 都電市話勢為替力圏の統決定計学因子的研と究しての電信 大会塚論地文理集学 満小樽洲諸・大都阪市・ 。
1磯崎優 1933 地方都市の商圏に関する一考察 大会塚論地文理集学 2（上）浦与和・大宮・野など 地方都市 卸売 商圏の範囲
12今村学郎 1933 地方都市の商圏に関する一考察 地球 20 浦与和・大宮・野など 地方都市 卸売 商圏の範囲
13徳重英助 1933 佐渡の市に就いて 地理学
14武見芳二 1934 商圏の調査・研究について 地理学 2 （長岡市） 地巨方大方都小中都会会
15川口丈夫 1935 北海道地方都市経済圏の研究 地理学 3 中中心都緊落心市
。卸売 農地巨村方人都都市
16武見芳二 1935 長岡市の商圏 地理評 1 卸売
17佐々 木清治 1936 都市に於ける購買圏に就いて 地理評 14 小売
18高田橋中舘幹雄秀三・ 1937a 横手盆地に於ける市場の研究 地理評 13 。 市場出荷内圏・15km以
19高田橋中舘幹雄秀三・ 1937b 米代川流域に於ける市場の研究 地理評 13 核心都市 。 市場場開距大離・市圏のきさ
20長井政太郎 1937 山形県内の市の分布に就いて 地理評 13 中心緊落 。つ 。ワ
地方中都，［；都市市
「連繋度」の算力
21安田初雄 1937 商圏研究の一方法（郡山市の商圏） 地理学 5 小売 出による勢
圏設定
岩崎中健卯吉・ 1938 再び大阪市の商業勢力範囲に就い 地理学 6 大商阪・東境京2 回 一郎 て の圏界
23上田信三 1938 山察形県北小国村の経済地理学的考 地理評 14 （中心地）
24 高田橋中舘幹雄秀三・ 1939 八郎潟沿岸に於ける市場の研究 地理評 15 
25桃田義雄 1940 街問村題型都市対郊村の購買圏形態の 地理 3 （核心） 小売
26一之瀬尚 1941 北（上部）伊勢平野に於ける商業景観 地理学 9 （中心緊都落市）・ 小売
27山口弥一郎 1941 東北地方の市場 地理学 9 
田中舘弥秀一＝． 
28山口 － 郎 1942 東及北び市地場方緊に落於のけ発る達市場 市場郡 地理評 18 。 市場市の場大圏場開きの群距さ大の離き商・さ市圏・
1）「対象地域欄」は論文表題で明らかでない場合のみ記載した
2）「位置・分布」欄のO印はそれについて言及があることを意味する
3）文献20は日本地理学会の大会発表要旨であり，地理評に掲載された文中には具体的な記載はないが，文献28(p. 390）の中で数字
などが引用されている．
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2の影響であろう，「核心緊落」という語が最も広
く使われていたようである．同じほど使われてい
た「地方都市」という呼び方は次項で引用するよ
うに東木龍七が提唱した（文献5）ものであるが，
階層区分と微妙に絡んで用いられた．いずれにせ
よ位置的に中心を占めるという以上の合意はな
く，したがって厳密な定義も下されることがない．
一つの文献の中で、幾つかの用語が混用されている
場合もある．
3. 中心地6）の位置・数
都市が農村によって支えられているということ
を端的に表現したのが東木である「農村住民の日
常生活に必要なる物資を商ふことによって，その
生活費の大部分を得て居る所謂地方都市」は「其
の商圏にある農村住民の購買力によって成立して
居るJ. したがって，「地方都市の大きさ及び相互
間の距離即ち密度は，其の地方の農村の購買力に
よって定まるものである」（文献5,p. 329）.また
佐々木彦一郎は「盆地の中心に核心緊落の発達す
るのは農村の生産力の高まると共に生ずる一般的
現象であって，その位置は農村の生産地域を遠心
力の圏内とみてほぼその中心地点である」とする
（文献2,p. 724.この観点からは，財の到達範囲の
下限による中心地の設定がなされうるであろう）．
これらの規定により，「純農村よりなる一地域に
略々等密度に粟落が分布している場合は，その核
心東落も略々等距離に発達しているであらう」（文
献7,p.269），「広い平野や台地では交通上の諸条
件が同一で、あるから農村都市は規則的に等距離分
布をなしてゐる」（文献15,p.1313），「市場は一般
に略々等距離に分布する」（文献19,p.1062）とい
う結論が導出され，商圏 ・定期市研究では次項に
見るように中心地問距離の計測が重要な課題とな
る．もっとも，等距離に分布していることを明示
的に検証しようとした研究は，会津盆地の人口分
布（密度）図と核心人口 7)（密度）図を作成・比較
することによって中心地の分布を検討した山口弥
一郎のもの（文献7）しかない長井政太郎が山形
県の市の分布について， 庄内・村山・置賜 ・最上
では「市に因む地名は梢人口分布に比例して平均
に分布して居る様に見える」（文献20,p.526）とす
るのは，検証とは言いがたいが，この命題を念頭
に置いたものであろう 8).
なお，南埼玉4都市を対象として，それらから
周辺村落の小売商店に対する飲食料品・日用雑貨
の却売商圏を調べた磯崎優（文献11）は， 各都
市の商圏の強度を示す指標として配給度（＝各集
落の商店絶対数×緊落連繋度）を算出した（粟落
連繋度は，その粟落の商店が中心都市から仕入れ
ている品目数の，全調査品目数に対する比率）．そ
の結果，各都市から 1.2～1.3kmおきに2～3回配
給度が高まることを発見した（これは最低次の商
業機能が等間隔で並んでいることを現していると
思われる）． しかし，「地方商家」の分布によって
この間隔が生じたのか，さらに，商家分布は緊落
人口（消費者人口）によって規定されているので
はないか，という問いを設定した磯崎は， 2.5万分
のl地形図上で計測した家屋密度を人口密度の‘
代替とした上で，小売商店と人口分布との聞には
明瞭な関係がないと結論している．
中心地のありうべき数について検討した研究は
ない．ただし山口（文献7）は，会津盆地の総人口
と核心人口との比率を算出している．これは中心
地の数を算出する試みに通ずるものであろう（徳
重英助が佐渡を 6地区に分け，その地区を単位と
して市の分布と人口・米産の分布との聞に「不可
分的な地理的相関性」（文献13,p. 43）を認めてい
るのも同じ試みであろうか）．
4. 中心地間距離と商圏の大きさ
中心地間距離と商圏の大きさとを計測すること
は商圏研究における最も重要な課題であり，ほと
んどの実証的研究はこれを取り上げている．
最初の試みは佐々木彦一郎（文献4）によるもの
である．彼は朝鮮・中国山東省・鹿角盆地（秋田
県）を事例として中心市場から各市場までの距離
を測り 15～20kmという数字を得たさらに東京
近郊の野菜市場圏に関する既往の研究により， Wit
菜が 「商品としての価値を保ち得る範囲」は牛車・
手引車によって運搬する場合は東京の中心から往
復12時間（片道ほぼ5里）であるとし，上記の数
字の根拠とした．これ以後の定期市研究ではこれ
が（市場開距離と出荷圏の大きさ双方に関する）
準拠枠として使われるこ とになる．
商圏の大きさに関しては，調査方法（中心調査・
周辺調査）や指標などについて幾つかの論考も発
表されている（文献12・14・21など．ただしとく
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に調査方法については あらためて先行文献に言
及することもなく，既定の方法について整理紹介
するという様相を呈している．それゆえこうした
商圏調査の方法がいつ頃いかなる所から導入され
たのか，さらに調査の必要がある）．商圏の種類に
応じて種々の調査法によって商圏の範囲が調査さ
れているほかに，一種の重力モデルが導入されて
もいる．すなわち佐々木清治は2都市間の商圏境
界について「二個の燭光の異る電灯にて照度を比
較する場合の理論と略ぼ同様な関係が成立する」
（文献8,p.125）とする 9）.一方，山口（文献6)
は二つの都市（A・ B）の勢力圏の境界を次のよう
に定式化し（さらにその検証を行なっ）た．
A=P，α／（α＋b) 
ただしAは都市Aから境界までの距離
PはAB聞の距離
αは都市Aの都市的人口
bは都市Bの都市的人口（この「都市
的人口」は前項で紹介した「核心人口」
である）．
ただし山口はこの定式の根拠は何も示しておら
ず，彼が一般的な重力モデル自体を知っていたの
か否かも明らかではない．また山口（文献7）は「一
地域内に於て農村人口が等密度に分布して居る場
合をとりそして農村に於ける各個人が略々等しい
購買力を持ってゐると仮定すれば，農村によって
生活する都市の人口はその都市の商業的勢力圏と
相関してゐねばならないJ (p. 257）という前提に
より，各核心都市の勢力範囲（面積＝核心人口／平
均人口密度）を算出してもいる．
5.階層性
都市が階層分化していることはすでに自明視さ
れていてあえて言及はされても論議されている場
合はほとんどない．対象地域が狭隆で比較的単純
な構造をしていることもそれに関係しているのか
もしれない．明示的にその区分に言及しているの
は川口（文献15）ぐらいである．しかしその3区
分（巨人都市 10）・地方都市・農村都市）について，
人口 100万人以上・ 5万人以上などの規準は示さ
れているが根拠は示されていない．さらに留意す
べきことは，そこに示されている階層差は小売／
卸売といった機能差として理解されていることで
ある（「農村都市の小売店は購買物資を地方都市に
依拠する．農村都市に物資を供給する地方都市か
ら見れば農村地域は間接的商圏であJる．「農村都
市の在商圏は互いに外切するが地方都市は数個の
在商圏を内切し，更に地方都市商圏（中商圏）と
は外切する」（p.1314））.もとより地方都市・巨人
都市も農村都市と同様の「在商圏J を有するが，
在商圏を越えた到達範囲を持つ（必要とする）財
の小売については言及されていない．このような
理解は川口に隈らない．たとえば山口が勢力圏の
境界設定に関して「全国的核心粟落と単なる地方
的核心緊落との聞に於ては，小核心東落は大核心
緊落に包含される」（文献6,p. 455）とするのはこ
のような観点に立っているのであろうし，武見芳
二（文献14）も文意からすれば卸売機能を持つ上
位都市と小売機能のみの下位都市という区別に
立っているようである．
なお川口は，商圏の3階層を「ー都市の発達過
程において順次経過する商圏形態の分類とも見る
べく，換言すれば商圏の進化系列である」（文献
15, p.1699）とする一方，大都市には商品経済を
通じた「小都市の文化統制圏」がある（文献12,
p. 71），しかるに現代の高速交通手段の利用は「都
市生活圏の村落文化統制としての意味を強調し商
業圏との区別性を漸減する」（p.72），したがって，
大都市が商業圏を拡張し小都市・中都市は漸衰す
るとも考えている
6.消費者行動
佐々木清治（文献17）は，都市構造（商業地区
の構成）を考える一つの指標とするためではある
が，消費者を起点とした購買圏（利用商店を結ん
だ多角形）を検討する必要を唱えた．文献25はそ
れに応じたものであるが，結果的には一つの都市
の構造とともに中心地聞の関係を記述することに
なった．
7.計画
周囲の農村の生産力によって支えられる地方都
市という概念を提起した東木は，そうした都市一
農村関係の研究が，植民地経営に有用で、あること
をも主張した「日本島殊に関東地方から九州地方
に至る間の農村は，長き歴史の聞に，多くの経験
によって，成立したものであって，理想的住居分
布ではないにしても，比較的安全なるものであっ
-55一
たといへる．…［中略］…此の住居分布，即ち住
民群の分布に従って成立した地方都市も亦，或る
程度の自然的規則のもとに成立したものと思はれ
る.＇…［中略］…日本群島の農村住民群の研究は，
日本民族の植民地経営上の基本的知識を得る上に
必要である…［中略］…農村に於ける地方都市
の研究は，植民地に於ける地方都市の位置密度等
の決定上に有益なる資料を提供するであらう」（文
献5,pp. 329 330）.しかしながら「地方都市」概
念が受け継がれた商圏研究において，それを（国
内外いずれであれ）計画に利用するという考え方
は採用されなかったように思われる．
川 むすびにかえて
1940年代に商圏研究が停滞するのは，戦中・戦
後という大局的な状況が最大の原因ではあろう
が，佐々木彦一郎・川旧丈夫といった顕著な業績
を残した研究者があいついで早世したこと（佐々
木は 1936年，川口は 1940年）も無関係ではある
まい． しかし，すでにドイツの国土計画について
はさまざまな形で紹介されていたにもかかわら
ず，それが商圏研究と交錯することはなかったー
この伝統が『中心地論』に接触するのがいつのこ
とであれ，その発想、はこの伝統には少なからず異
質なものに思えたのではなかろうか とはいえ中
心地論が商圏研究の伝統の中で受容された以上，
そうした研究の核心地帯で、ある東北が中心地研究
の一つの中心となったことは偶然ではあるまい．
この点については今後明らかにしていきたい．
（鳴門教育大学）
注
1 ）ここでは地学雑誌・地球・地理評・大塚地理学
会論文集・地理学（古今書院）所収の論文を調べ
た ただし商圏研究の多くが中等学校の教員に
よってなされていることを考えると，中興館の
『士也理教育』（1924～1941年）や目黒書店の『地理
教材研究』を調べればさらに多くの事例が見つけ
られるかもしれない．なお，第2表に掲げた文献
については簡略化のため論文末の文献表には含
めず＼表中に掲載誌・巻を併記することでそれに
替えた．また以下で表中の文献に言及する時は，
煩を避けて「山極（1925）」という形式ではなく「文
? ??
献むという形を用いた．
2）川口丈夫や上田信三は例外をなす．すなわち川
口（文献 10）は「社会生活を通じての都市村落の
交渉は一面に於て地域的即ち水平的限界を持ち，
他面に於て都市力に相応して植物社会の如く従
属的連鎖を持つ」，したがって「村落統制体として
の都市Jは「都市力に比例せる周囲の村落領域を
自己に固有せる生活圏として支持する」（p.68）と
する．「都市生活圏は（農業）経済圏即ち狭義の文
化圏を指すJ (p. 71）.上田（文献22）は， 一国あ
るいは一地方の中心との対比で「其れから遠く離
れた辺部な地方を僻遠地と呼ぶ」（p.289）.それは
「中心に対して，其れと関係を持つ範囲内で其れ
から最も遠く離れた地方J (p. 290）である彼は
一方で文化伝播の階梯の違いとして，他方で
Thunen圏的な「地域的職分」（p.293）の違いとし
てこれを把握しようとする．
3）たとえば「横手盆地内の市場は単独にては勿
論，全体としてもその聞に有機的統合性が見ら
れ，その市場圏即ち市場出荷圏，市場商品分散圏
も一種の統制ある型式Patternをなしてゐる」（文
献 18,p. 226) 
4）ただし，佐々木彦一郎は中心地のみに限らず
「盆地内の緊落がいかなる状態の下に発生し，成
長し，転形してゆくかの機構」（文献2, p.723) 
を見ることを課題とし，「緊落構成は全く経済地
理構成に制約せられ，緊落機構は経済地理機構で
あり，且それによって進展せしめられたる政治地
理機構の反映にすぎない」（p.733）としていた．
5）たとえば小川（1926）にも城下町・市場町の説
明の中に「行政の中心」（p.418）・「軍事商工業等
の中心」（p.419）・「経済（的）中心J(p. 503ほか）
などの表現が見られる
6）記述を簡便にするために，以下では商圏の核と
なる緊落に「中心地」という語を用いる．中心地
5命における中心地でないことはいうまでもない．
7）核心人口は各都市の人口から農業・水産業・工
業人口を除いたものである
8）逆に安田初雄は小売商圏内の人口と「地方都市
人口」との関係は「極めて分析し切れぬ交錯が有
る』とするすなわち，「工業者，交通業者等を差
引き，地方人口に支持されている都市人口数が仮
りに知り得たとしても，一方地方住民の購買能
力，他方地方住民の生活程度等到る処一様でない
とするなら此のやうな関係は蓋然的に，より多数
の地方人口はより多数の都市人口を一般に支持
すると云ふ外に，或る法則性を追求したのは徒労
であった」（文献21,p. 721). 
9）文献8ではこの重力モデルについてそれ以上
の説明を加えていないーしかしこの部分は彼の
匂郎土の地理的研究法』（佐々木， 1944）からの適
用であるので，同書にはなにがしかの説明がある
と思われるが，確認できていない．
10）論文中，ー箇所のみ「巨大都市」で他は「巨人
都市」と表記されているが，それに対する商圏の
名称は「巨大商圏」である 誤植の可能性は否定
できない．
11) 1942年に地方事務所が設置されたことを受け
て，佐々木（1943）は，全国の地方事務所の所在・
管轄域（管轄町村数・人口），県および町村との連
絡などを論じた．しかし商圏との関係は抽象的に
言及されたのみで具体的に検討されていない．
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